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1　重要な会計方針に関する事項
（１） 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しており、金額百万

円未満の科目については「0」で表示しています。

（２） 有価証券（外部出資勘定の株式を含む）の評価基準及び評価方
法は、有価証券の保有目的区分毎に次のとおり行っています。

・子会社･子法人等株式
及び関連法人等株式

･･･ 原価法（売却原価は移動平均法によ
り算定）

・その他有価証券････････ 時価のあるものについては、原則とし
て決算日の市場価格等に基づく時価
法（評価差額は全部純資産直入法に
より処理し、売却原価は移動平均法
により算定）、市場価格のない株式等
については、原価法（売却原価は移動
平均法により算定）によっています。

　　　　　　　　　　　　  なお、取得価額と券面金額との差
額のうち金利調整と認められる部
分については償却原価法による取
得価額の修正を行っています。

（３） 金銭の信託において信託財産を構成している有価証券の評価基
準及び評価方法は、上記（２）の有価証券と同様の方法によるほ
か、運用目的の金銭の信託については時価法によっており、信
託の契約単位毎に当年度末の信託財産構成物である資産及び
負債の評価額の合計額をもって貸借対照表に計上しています。

（４） デリバティブ取引の評価は、時価法により行っています。

（５） 有形固定資産の減価償却は、定率法（ただし、平成10年4月1日
以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年4
月1日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定
額法）を採用し、資産から直接減額して計上しています。
また、主な耐用年数は次のとおりです。
建　物　　38年～50年
その他　　5年～18年

（６） 無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しています。そ
のうち自社利用のソフトウェアについては、当会における利
用可能期間（5年）に基づいて償却しています。

（７） 外貨建資産は、主として決算日の為替相場による円換算額を
付しています。

（８） 引当金の計上方法

①貸倒引当金
貸倒引当金は、「経理規程附属書　資産の償却・引当の計上
基準」に則り、次のとおり計上しています。
正常先債権及び要注意先債権（要管理債権を含む）に相当する
債権については、主として今後3年間の予想損失額を見込んで
計上しており、予想損失額は、3年間の貸倒実績を基礎とした貸
倒実績率の過去の一定期間における平均値に基づき損失率を
求め、これに将来見込み等必要な修正を加えて算定しています。
破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の
処分可能見込額、保証による回収可能見込額並びに債権の元本
の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見
積って算出した回収可能額を控除した残額を計上しています。
破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権について
は、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収
可能見込額を控除した残額を計上しています。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連
部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査
部署が査定結果を監査しています。

②賞与引当金
賞与引当金は、職員への賞与の支払に備えるため、職員に
対する賞与の支給見込額のうち、当年度に帰属する額を計

上しています。

③退職給付引当金
退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、当年度
末における職員の自己都合退職の場合の要支給額を基礎と
して計上しています｡

④役員退職慰労引当金
役員退職慰労引当金は、役員の退任給与の支給に備えるた
め、「役員退職慰労金規程」に基づき、当年度末要支給見積額
を計上しています。

⑤相互援助積立金
相互援助積立金は、新潟県ＪＡバンクの信用向上に資する
ための支援に備えるため、「新潟県ＪＡバンク支援制度規
程」に基づき、必要額を計上しています。

（９）ヘッジ会計の方法
リスク管理規程及びヘッジ取引の方針に基づき、ヘッジ対象に
係る為替相場変動リスクを一定の範囲内でヘッジしています。
①為替変動リスク・ヘッジ

外貨建有価証券から生じる為替変動リスクに対するヘッジ
会計の方法は時価ヘッジによっています。
ヘッジ有効性評価の方法については、ヘッジ手段である先
物為替予約取引によりヘッジ対象である外貨建有価証券の
為替変動リスクが低減されることを、為替相場の変動割合
に基づく比率分析によって確認することで行っています。

（10）消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という）の会計処理
は、税抜方式によっています。ただし、有形固定資産に係る
控除対象外消費税等は当年度の費用に計上しています。

2　会計方針の変更に関する事項
（１）「収益認識に関する会計基準」の適用

当会は、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 
2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）及び「収益
認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第
30号 2021年３月26日）を当年度の期首から適用し、約束した
財又はサービスの支配が利用者等に移転した時点で、当該財
又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認
識することといたしました。これによる当年度の経常利益及
び税引前当期利益への影響はありません。

（２）「時価の算定に関する会計基準」の適用
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年

７月４日。以下「時価算定会計基準」という。）等を当年度の期首
から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する
会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に
定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定め
る新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしま
した。これによる当年度の計算書類への影響はありません。

3　会計上の見積りに関する事項
会計上の見積りにより当年度に係る計算書類にその額を計上した
項目であって、翌年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能
性があるものは、次のとおりです。

（１）貸倒引当金
①当年度に係る計算書類に計上した額

貸倒引当金　1,090百万円

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する
理解に資する情報
ａ　算出方法

貸倒引当金の算出方法は、「１．重要な会計方針に関す
る事項」「（８）引当金の計上方法」「①貸倒引当金」に記
載しています。

●令和3年度注記表
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科      目 令和3年度
（ 令和3年4月1日から

令和4年3月31日まで）
令和4年度

（ 令和4年4月1日から
令和5年3月31日まで）

経 常 収 益 18,442… 18,841…
資 金 運 用 収 益 13,653 11,882 

貸 出 金 利 息 1,919 1,934
預 け 金 利 息 24 20
有価証券利息配当金 5,269 4,419
コ ー ル ロ ー ン 利 息 0 －
そ の 他 受 入 利 息 6,439 5,508

（ う ち 受 取 奨 励 金 ） （5,585） （4,946） 
（うち受取特別配当金） （854） （561） 

役 務 取 引 等 収 益 144 148 
受 入 為 替 手 数 料 13 33 
その他の受入手数料 130 115 
その他の役務取引等収益 0 0 

そ の 他 事 業 収 益 1,920 2,610 
受 取 助 成 金 3 1 
外 国 為 替 売 買 益 7 －
国 債 等 債 券 売 却 益 583 1,282 
受 取 出 資 配 当 金 1,326 1,326 

そ の 他 経 常 収 益 2,723 4,200 
貸 倒 引 当 金 戻 入 益 116 169 
株 式 等 売 却 益 17 296 
金 銭 の 信 託 運 用 益 2,504 3,636 
そ の 他 の 経 常 収 益 85 97 

経 常 費 用 13,754… 14,440…
資 金 調 達 費 用 9,965 9,151 

貯 金 利 息 99 36 
借 用 金 利 息 94 94 
そ の 他 支 払 利 息 9,771 9,020 

（うち支払奨励金） （9,770） （9,018） 
役 務 取 引 等 費 用 414 497 

支 払 為 替 手 数 料 1 25 
そ の 他 の 支 払 手 数 料 408 467 
その他の役務取引等費用 4 3 

損益計算書… （単位：百万円）

科      目 令和3年度
（ 令和3年4月1日から

令和4年3月31日まで）
令和4年度

（ 令和4年4月1日から
令和5年3月31日まで）

そ の 他 事 業 費 用 248 1,682 
外 国 為 替 売 買 損 － 298 
国 債 等 債 券 売 却 損 248 895 
国 債 等 債 券 償 還 損 － 487 

経 費 2,971 3,040 
人 件 費 1,536 1,529 
物 件 費 1,297 1,365 
税 金 137 145 

そ の 他 経 常 費 用 153 69 
相互援助積立金繰入額 70 －
株 式 等 売 却 損 28 －
金 銭 の 信 託 運 用 損 54 47 
そ の 他 の 経 常 費 用 0 22 

経 常 利 益 4,688… 4,401…
特 別 損 失 8 9 

固 定 資 産 処 分 損 8 9 
税 引 前 当 期 利 益 4,680… 4,391…
法人税、住民税及び事業税 523 306 
法 人 税 等 調 整 額 △ 11 33
法 人 税 等 合 計 511 339
当 期 剰 余 金 4,168… 4,052…
当 期 首 繰 越 剰 余 金 7,906… 8,114…
当 期 未 処 分 剰 余 金 12,075… 12,167…

剰余金処分計算書… （単位：百万円）

科     目 令和3年度 令和4年度

当 期 未 処 分 剰 余 金 12,075 12,167 
任 意 積 立 金 取 崩 額 8 8 

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 取 崩 額 8 8 
計 12,083… 12,175…

剰 余 金 処 分 額 3,968 4,158 
利 益 準 備 金 900 900 
出 資 配 当 金 964 964 

普 通 出 資 配 当 金（ 配 当 率 ） 439（2.0%） 439（2.0%）
後 配 出 資 配 当 金（ 配 当 率 ） 525（1.0%） 525（1.0%）

事 業 分 量 配 当 金 2,104 2,293 
次 期 繰 越 剰 余 金 8,114… 8,017…

（注） 1. 令和3年度の事業分量配当金の配当基準は、総合ＪＡの令和3年度奨励金対象平残に対し0.120％の割合です。
　　 2. 令和4年度の事業分量配当金の配当基準は、総合ＪＡの令和4年度奨励金対象平残の基本部分に対し0.170％の割合です。


